


【回答】
１　代表構成員及び構成員の全てを評価の対象とします。
　　なお、公告の「２(3)ア(ｱ)」において、「代表構成員は管理技術者及び照査技術者を当該委託業務に
　　配置できること」とされていますので、「管理技術者（代表構成員）、担当技術者（代表構成員または
　　構成員）」が常駐している場合、①の評価となります。

２　手持ち業務の金額について、複数年契約の場合は当該年度の支払限度額としてください。

３　公告の「２(3)エ」において、「管理技術者は、全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満かつ
　　手持ち業務の件数が10 件未満である者とする。」とされています。
　　そのため、「全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満かつ手持ち業務の件数が10 件未満」を
　　満たす必要があります。

４　「業務に該当する部門に４年以上従事」とは、業務に該当する部門（「港湾及び空港」または
　　「都市及び地方計画」）に４年以上従事することです。
　　そのため、関連部署への所属は、要件を満たさないことになります。
　　満たさない場合は、ご質問のとおり、「選定しない」または「契約しない」こととなります。

５　公告の「２(1)」や「２(4)」で、代表構成員以外の構成員に求める要件を記載しており、
　　当該要件を確認するため、記載が必要となる様式は提出が必要となります。

６　配置予定技術者（管理技術者、照査技術者、担当技術者）を提出してください。

７　評価対象となる業務を記載してください。
 　 なお、「⑥」は、評価しないため、記載不要です。

８　TECRIS登録がない場合、契約書等業務内容の証明ができる資料を提出してください。


